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第１章 計画の基本方針 

第１節 計画の趣旨 

現在、乳幼児から高齢者まで国民の約２人に１人が気管支ぜん息、アトピー性皮膚炎、花粉症、食

物アレルギーなどのアレルギー疾患に罹患していると言われており、その患者数は近年増加傾向に 

あるといわれています。 

また、アレルギー疾患には、急激な症状の悪化を繰り返したり、重症化により死に至ったりするも

のがあり、職場、学校等のあらゆる場面で日常生活に多大な影響を及ぼしています。 

そこで、平成２７年１２月２５日、「アレルギー疾患対策基本法（平成２６年法律第９８号。以下

「法」という。）」が施行され、平成２９年３月２１日には「アレルギー疾患対策の推進に関する基

本的な指針（平成２８年厚生労働省告示第７６号。以下「基本指針」という。）」が制定されました。 

このような状況を鑑み、県は、新たに制定された法や基本指針に基づき、これまでの取り組みや課

題を整理し、アレルギー疾患対策を総合的に推進するため、「千葉県アレルギー疾患対策推進計画

（以下「計画」という。）」を策定することとしました。 

 

第２節 計画の性格 

本計画は、法第１３条に基づき策定し、県での各施策における個別計画等との整合性を図り、本県

のアレルギー疾患対策の総合的な推進に関する計画とします。 

 

第３節 対象とするアレルギー疾患 

本計画におけるアレルギー疾患は、法第２条の規定を踏まえ、気管支ぜん息、アトピー性皮膚炎、

アレルギー性鼻炎、アレルギー性結膜炎、花粉症、食物アレルギーその他アレルゲンに起因する免疫

反応による人の生体に有害な局所的又は全身的反応に係る疾患であって政令で定めるものとします。 

 

第４節 計画の期間 

本計画の期間は、２０１９年４月から２０２４年３月までの５年間とします。 

ただし、国が示す基本指針の改正やアレルギー疾患に関する状況の変化があった場合は、策定から

５年を経過する前であっても、必要に応じて内容の見直しを行うこととします。  
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第２章 アレルギー疾患の現状と課題 

第１節 アレルギー疾患の現状 

１ アレルギー疾患の特徴 

人の体は、外から侵入してくる細菌やウイルスなどから身を守るため、免疫反応という仕組みを

備えています。 

一方で、体にとっては本来無害なものにまで排除しようと過剰に免疫反応が働きすぎ、粘膜や皮

膚の炎症等を引き起こし、体に悪影響を及ぼすことがあります。このような過剰な排除反応を起こ

してしまう病気のことをアレルギー疾患といいます。 

アレルギー疾患として、気管支ぜん息、アトピー性皮膚炎、アレルギー性鼻炎、食物アレルギー

などがありますが、これらの疾患には共通して、血液中にあるＩｇＥ抗体が免疫反応に関与してお

り、反応の起きている場所の違いが疾患の違いになっていると考えられます。 

疾患のメカニズムが共通していることから、一度発症すると、複数のアレルギー疾患を合併し得

ること、新たなアレルギー疾患を発症し得ること等の特徴（アレルギーマーチ）を有するため、 

これらの特徴を考慮した管理が必要になります。 

代表的なアレルギー疾患 

気管支ぜん息 
ダニ、ホコリ、ペットのフケや毛などに対する免疫反応により気道が慢性的

に炎症を起こし、症状は軽い咳から、ぜん鳴（ゼーゼー、ヒューヒュー）、

呼吸困難などと多彩で、重症な発作の場合は死に至ることもあります。 

アトピー性皮膚炎 
かゆみのある湿疹が、顔、首、肘の内側、膝の裏側などに現れ、ひどくなる

と全身に広がります。ダニやカビ、ペットの毛、汗、シャンプーや洗剤、生

活リズムの乱れなどは、皮膚炎を悪化させる原因になります。 

アレルギー性鼻炎 

通年性のアレルギー性鼻炎は、鼻に入ってくるハウスダスト、ダニ、ペット

のフケや毛などが原因で、くしゃみ、鼻水、鼻づまりなどの症状を引き起こ

します。季節性のアレルギー性鼻炎の原因は、スギ、カモガヤ、ブタクサな

どの花粉です。 

アレルギー性結膜炎 

ハウスダスト、ダニのほか、ペットのフケや毛などが目に入ってくることに

より、目のかゆみ、異物感、充血、涙目などの症状を引き起こします。季節

性の場合は、主としてスギ、カモガヤ、ブタクサなどの花粉が原因となりま

す。 

花粉症 
季節性のアレルギー疾患で、スギ、カモガヤ、ブタクサなどの花粉が原因と

なり、くしゃみ、鼻水、鼻づまり、目のかゆみなどの症状を引き起こしま

す。 

食物アレルギー 

一般的には特定の食物を摂取することによって、蕁麻疹のような軽い症状か

ら、アナフィラキシーショック（皮膚症状や腹痛・嘔吐などの消化器症状、

呼吸困難などの呼吸器症状が複数同時にかつ急激に出現した状態）という命

に関わる重い症状まで出現することがあります。 
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２ アレルギー疾患の患者推計数 

 全国におけるアレルギー疾患推計患者数は、増加傾向にあります。 

 

出典：平成２８年２月３日第１回アレルギー疾患対策推進協議会資料（厚生労働省） 

 

 

３ アレルギー疾患に係る受療状況 

  平成２９年度に千葉県が行った「医療に関する県民意識調査」によると、３４．６％の者がアレ

ルギー疾患（気管支ぜん息、アトピー性皮膚炎、アレルギー性鼻炎、アレルギー結膜炎、花粉症、

食物アレルギー等）を有していると回答し、最近１年間に医療機関の受診や医薬品の購入をしてい

る者は２５．５％にのぼりました。 

図表 アレルギー疾患に係る受療状況（千葉県） 

 

資料：医療に関する県民意識調査（平成２９年 千葉県） 

アレルギー疾患を
持っていない, 49.1％

アレルギー疾患を持ってお
り、医療機関を受診した, 

19.4％

アレルギー疾患を持ってお
り、薬局等で薬剤師に相談し
て医薬品を購入した, 2.1％

アレルギー疾患を持ってお
り、薬局等で薬剤師に相談せ
ずに医薬品を購入した, 3.5％

アレルギー疾患を持ってお
り、インターネットで医薬品
を購入した, 0.5％

アレルギー疾患を持っている
が、医療機関を受診したり、
医薬品を用いたりはしていな
い, 9.1％

アレルギー疾患を持っている
かどうかわからない, 
16.3%
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４ ぜん息死の状況 

 人口動態調査（厚生労働省）によると、ぜん息による死亡者数は減少傾向にあります。 

（１）ぜん息死亡者数 

 

出典：人口動態統計（厚生労働省）を基に作成 

（２）ぜん息死亡率 

 

出典：人口動態統計（厚生労働省）を基に作成 
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５ 公立学校におけるアレルギー疾患を有する児童・生徒の状況 

（１）ぜん息 

 

出典：平成２９年度千葉県児童生徒定期健康診断結果（千葉県教育委員会） 

（２）アトピー性皮膚炎 

 

出典：平成２９年度千葉県児童生徒定期健康診断結果（千葉県教育委員会） 

（３）食物アレルギー 

 

出典：千葉県児童生徒定期健康診断結果（千葉県教育員会）を基に作成 
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（４）食物アレルギーと診断されアドレナリン自己注射薬の処方を受けて学校に持参している者 

 

出典：千葉県児童生徒定期健康診断結果（千葉県教育員会）を基に作成 

（５）アレルギー性鼻炎 

 

出典：千葉県児童生徒定期健康診断結果（千葉県教育員会）を基に作成 

（６）アレルギー性結膜炎 

 

出典：千葉県児童生徒定期健康診断結果（千葉県教育員会）を基に作成 
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６ 県内の未就学児（保育所・幼稚園）における食物アレルギーの状況 

（１）施設における食物アレルギーのために食物除去を行っている児童の有無 

 

出典：平成２７年度未就学児（保育所・幼稚園）及び学校（児童・生徒）における 

食物アレルギーに関する調査（公益社団法人千葉県医師会）を基に作成 

（２）施設におけるアドレナリン自己注射薬を処方されている児童の有無 

 

出典：平成２７年度未就学児（保育所・幼稚園）及び学校（児童・生徒）における 

食物アレルギーに関する調査（公益社団法人千葉県医師会）を基に作成 

（３）施設におけるアドレナリン自己注射薬使用法を含む緊急時対応研修 

 

出典：平成２７年度未就学児（保育所・幼稚園）及び学校（児童・生徒）における 

食物アレルギーに関する調査（公益社団法人千葉県医師会）を基に作成 

いる
89.4％

いない
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無回答
0.3％

回答施設n=1,114

いる
19.2%

いない
80.4%
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回答施設n=1,114

実施済み
54.3％

実施予定
14.5％

予定なし
31.1％

回答施設n=1,114
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（４）緊急時の場合の消防機関との情報共有の有無について 

 

出典：平成２７年度未就学児（保育所・幼稚園）及び学校（児童・生徒）における 

食物アレルギーに関する調査（公益社団法人千葉県医師会）を基に作成 

  

有り
3.7％

無し
95.0％

無回答
1.3％

対象児童n=4,861
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７ 千葉県アレルギー相談センターに寄せられる相談 

平成２９年度に千葉県アレルギー相談センターに寄せられた電話相談内容については、「食物ア

レルギーに関すること」が最も多く、次いで「皮疹に関すること」、「アトピー性皮膚炎に関する

こと」となっています。 

図表 相談疾患 

 

出典：平成２９年度千葉県アレルギー相談センター相談実績 

 

図表 相談内容 

 

出典：平成２９年度千葉県アレルギー相談センター相談実績 
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８ アレルギー疾患に伴う日常生活への影響等 

県が行った平成２９年度第２回インターネットアンケート調査によると、５８．９％の方が自身

又は家族のことでアレルギー疾患に関して困りごとがあると回答しました。 

また、原因のアレルギー疾患についてたずねたところ、「花粉症」が６９．７％と最も多く、 

次いで「食物アレルギー」が３５．４％、「アレルギー性鼻炎」が２８．３％、「アトピー性皮膚

炎」が２７．３％でした。 

さらに、どのようなことで困っているかたずねたところ、「日常生活への影響について」が  

６７．７％と最も多く、次いで「受診・治療について」が４６．５％、「正しい情報を得る方法」

が３８．４％でした。 

図表 自身又は家族におけるアレルギー疾患関する困りごとの有無 

 

 

図表 困っているアレルギー疾患 
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図表 困っている内容 
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第２節 アレルギー疾患に係る課題 

１ 生活環境の影響による発症・重症化予防の必要性 

アレルギー疾患は、アレルゲンの曝露の量や頻度等の増減によって症状の程度に変化が生じると

いう特徴を有するため、アレルギー疾患を有する者の生活する環境、すなわち周囲の自然環境及び

住居内の環境、そこでの生活の仕方並びに周囲の者の理解に基づく環境の管理等に大きく影響され

ます。 

したがって、アレルギー疾患の発症や重症化を予防し、その症状を軽減するためには、アレルゲ

ンに曝露しないようにすることが有効であり、アレルゲン回避のための措置を講ずることを念頭に、

アレルギー疾患を有する者を取り巻く環境の改善を図ることが重要となります。 

 

２ 適切な情報提供の必要性 

インターネット等にはアレルギー疾患の原因やその予防法、症状の軽減に関する膨大な情報があ

ふれており、この中から、適切な情報を選択することは困難となっています。 

また、適切でない情報を選択したがゆえに、科学的知見に基づく治療から逸脱し、症状が再燃又

は増悪する例が指摘されています。 

  県が行った平成２９年度第２回インターネットアンケート調査によれば、「あなたは、アレル

ギー疾患対策に関して、どのようなことを県に期待しますか。」の問いに、「情報の発信」が６４．

９％、「相談窓口の充実」が４５．８％との回答でした。 

アレルギー疾患は長期間にわたり管理が必要となることがあるため、正しい知識を持ち、その知

識や情報を生かしていくことができよう支援していく必要があります。 

 

３ アレルギー疾患医療提供体制の整備 

アレルギー疾患医療は、正確な診断に基づく、適切な治療と管理が行われることが重要であるた

め、診療所や一般病院で多くの診療を担うかかりつけ医に対して、科学的知見に基づく適切な医療

に関する情報が常に提供され、適切な治療が決定される環境を構築していくことが重要です。 

また、診療所や一般病院では診断が困難な症例や標準的な治療では病態が安定化しない重症及び

難治性のアレルギー疾患患者に対して、関係する複数の診療科が連携の上治療を行う、アレルギー

疾患医療の拠点となる医療機関を選定し、診療連携体制を整備していくことが必要です。 
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４ 専門的な知識・技能を有する医療従事者の育成 

近年、医療の進歩に伴い、科学的知見に基づく医療を受けることによる症状のコントロールがお

おむね可能となり、診療・管理ガイドラインにのっとった医療のさらなる普及が望まれているなか、

アレルギー疾患医療の専門的な知識及び技能を有する医師、薬剤師、看護師等、アレルギー疾患医

療に携わる医療従事者全体の知識や技能の向上を図る必要があります。 

 

５ 生活の質の向上のための支援 

アレルギー疾患を有する者は、多くのアレルギー疾患以外の慢性疾患を有する者と同様に、発症

後に、増悪、軽快、寛解、再燃を繰り返し、症状の悪化や治療のための通院や入院のため、休園、

休学、休職等を余儀なくされ、時には成長の各段階で過ごす学校や職場等において、適切な理解、

支援が得られず、長期にわたり生活の質を著しく損なうことがあります。 

また、アレルギー疾患の中には、アナフィラキシーショックなど、突然症状が増悪する例もあり

ます。 

  県が行った平成２９年度第２回インターネットアンケート調査によれば、「あなたは、自身又は

家族のことで、アレルギー疾患に関してお困りのことがありますか。」の問いに、５８．９％の方

が「ある」と回答し、その内容については「日常生活への影響について」が６７．７％と最も多い

状況でありました。 

アレルギー疾患を有する者が、平時からの自己管理のもと、安心して暮らしていくために、周囲

の関係者がアレルギー疾患への理解を深め、適切に支援していく必要があります。 
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第３章 施策の方向（基本的施策） 

アレルギー疾患対策は、①アレルギー疾患に関する知識の普及、アレルギー疾患の発症・重症化予

防、②アレルギー疾患医療を提供する体制の確保、③アレルギー疾患を有する者の生活の質の維持向

上、④アレルギー疾患に係る調査・分析、研究等の成果を活用したアレルギー疾患施策の推進、を基

本とします。 

 

第１節 アレルギー疾患に関する知識の普及、アレルギー疾患の発症・重症化予防 

アレルギー疾患の発症・重症化予防のために生活環境の改善を図るとともに、アレルギー疾患を適

切に自己管理ができるよう、正しい知識の普及に努めていきます。 

１ 患者・家族に対するアレルギー疾患に関する適切な情報の提供 

○ アレルギー疾患を有する者やその家族の悩みや不安に対応するため、「千葉県アレルギー相談

センター」において、専門の医師や看護師等が、アレルギー全般に対応し、適切に自己管理を行

い、適切な治療が受けられるよう助言等を行っていきます。【疾病対策課】 

○ アレルギー疾患を有する者を含めた県民が、アレルギー疾患を有する者への正しい理解のため

の適切な情報にいつでも容易にアクセスできるよう、県ホームページ内に「アレルギー相談セン

ター」の専用サイトにおいて、各アレルギー疾患の説明、治療及び対処方法の説明等を紹介して

いきます。また、患者の自己管理の向上に資する、各種の学会等の学術団体の公式ホームページ

や、公的機関のホームページなどを紹介していきます。【疾病対策課】 

 ○ アレルギー疾患の重症化の予防には、平時からの自己管理が重要であるため、研修会の開催を

とおして、患者やその家族、地域住民に対するアレルギー疾患に関する適切な情報の提供に取り

組んでいきます。【疾病対策課・健康づくり支援課】 

○ 市町村保健センター等で実施する乳幼児健診等において、乳幼児の保護者に対する適切な保健

指導や医療機関の受診勧奨等、適切な情報提供が実施されるよう、情報提供や研修等により市町

村を支援します。(関連する計画：新 千葉県次世代育成支援行動計画(前期計画)）【児童家庭課】 

 

 

 

 

 

 

○ 国は、関係学会等と連携し、アレルギー疾患を有する者やその家族の悩みや不安に対応し、生活の
質の維持向上を図るため、相談事業の充実を進める。（基本指針第5(1)ク） 

○ 国は、関係学会等と連携し、アレルギー疾患を有する者を含めた国民が、アレルギー疾患を有する
者への正しい理解のための適切な情報にいつでも容易にアクセスできるようウェブサイト等の充実を
行う。（基本指針第5(1)ケ） 

○ アレルギー疾患の重症化の予防には、平時からの自己管理が重要であるため、患者やその家族、地
域住民に対するアレルギー疾患に関する適切な情報の提供に取り組む。また、都道府県連絡協議会が
企画する、患者やその家族に対する定期的な講習会や地域住民に対する啓発活動等に主体的に取り組
む。（拠点病院整備通知2,2）,エ） 

○ 国は、地方公共団体に対して市町村保健センター等で実施する乳幼児健康診査等の母子保健事業の
機会を捉え、乳幼児の保護者に対する適切な保健指導や医療機関への受診勧奨等、適切な情報提供を
実施するよう求める。（基本指針第2(2)イ） 

文中の は、基本指針や拠点病
院整備通知（都道府県におけるアレル
ギー疾患の医療提供体制について）か
ら、関係個所を記載した。 

 ○ 
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２ 生活環境の改善 

（１）大気汚染の防止 

安心して暮らすことができる健やかな環境を守るため、良好な大気を保全し、化学物質による

汚染を防止するため、工場・事業場等に対する汚染物質の排出削減指導、自動車排出ガス対策の

推進、大気環境等の監視、大気環境にやさしいライフスタイルへ向けた啓発等の推進に努めてい

きます。（関連する計画：千葉県環境基本計画）【大気保全課】 

 

 

 

（２）森林の適正な整備 

花粉の飛散の軽減に資するため、スギ・ヒノキ等の花粉飛散を抑制するための技術開発に取り

組むとともに、花粉対策品種への植替え等の森林整備を行っていきます。【森林課】 

 

 

 

（３）受動喫煙の防止 

多数の人が利用する施設が適切な受動喫煙対策を講じるよう働きかけ、特に、官公庁、医療機

関について禁煙化を推進します。また、禁煙や分煙に取り組んでいる施設の取組内容が利用者に

わかりやすく伝わるように、施設の入口等に禁煙や分煙の表示を掲げるよう促していきます。 

なお、受動喫煙対策については、国の動向を踏まえ適切に対応します。（関連する計画：健康

ちば２１・千葉県保健医療計画・千葉県における健康福祉の取組と医療費の見通しに関する計画）

【健康づくり支援課】 

 

 

 

（４）アレルギー物質を含む食品に関する表示の充実 

県内で製造・流通する食品等について、アレルギー物質の検査を含む食品検査の充実を図ると

ともに、食品を製造・販売する施設への監視を実施し、アレルギー物質に関する適正な表示を指

導します。 

○ 国は、環境基本法（平成5 年法律第91 号）第16 条第4 項に規定する施策を講ずることにより、
環境基準（同法同条第1項に規定する基準をいう。）が確保されるように努める。（基本方針第2(2)
オ） 

○ 国は、花粉の飛散状況の把握等を行い、適切な情報提供を行うとともに、花粉の飛散の軽減に資す
るため、森林の適正な整備を図る。（基本方針第2(2)カ） 

○ 国は、地方公共団体と連携して受動喫煙の防止等を更に推進することを通じ、気管支ぜん息の発症
及び重症化の予防を図る。（基本方針第2(2)キ） 
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また、県民や食品関連事業者等からの相談にはワンストップサービスでわかりやすく説明し、

食品関連事業者への研修会やパンフレットなどによる広報活動を行うことにより、適正な食品表

示について普及・啓発を図ります。（関連する計画：千葉県食品等の安全・安心の確保に関する

基本方針、千葉県食品衛生監視指導計画）【衛生指導課】 

 

 

 

 

 

（５）室内環境におけるアレルゲン対策 

アレルギー疾患に配慮した居住環境及び生活の仕方といった生活環境がアレルギー疾患に与え

る影響等に係る最新の知見に基づいた正しい情報を提供するため、独立行政法人環境再生保全機

構が発行するパンフレットやウェブサイト等を通じ、情報提供の充実を図ります。【疾病対策

課・衛生指導課】 

 

 

 

 

  

○ 国は、アレルギー疾患を有する者の食品の安全の確保のため、アレルギー物質を含む食品に関する
表示等について科学的な検証を行う。また、国は、食物アレルギーの原因物質に関して定期的な調査
を行い、食品表示法（平成 25 年法律第 70 号）に基づく義務表示又は推奨表示の充実に努めるとと
もに、外食等に関する食物アレルギー表示については、関係業界と連携し、外食事業者等が行う食物
アレルギー表示の適切な情報提供の取組等を推進する。地方公共団体は、表示の適正化を図るため、
都道府県等食品衛生監視指導計画（食品衛生法（昭和 22 年法律第 233 号）第 24 条第 1 項に規定
する計画をいう。）に基づき食品関連業者の監視等を実施する。（基本方針第2(2)ク） 

○ 国は、関係学会等と連携し、アレルギー疾患の病態、診断に必要な検査、薬剤の使用方法、アレル
ゲン免疫療法（減感作療法）を含む適切な治療方法、重症化予防や症状の軽減の適切な方法並びにア
レルギー疾患に配慮した居住環境及び生活の仕方といった生活環境がアレルギー疾患に与える影響等
に係る最新の知見に基づいた正しい情報を提供するためのウェブサイトの整備等を通じ、情報提供の
充実を図る。（基本方針第2(2)ケ） 
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第２節 アレルギー疾患医療提供体制の確保 

アレルギー疾患を有する者が、その居住する地域に関わらず、科学的知見に基づく適切な医療を等

しく受けられるよう、アレルギー疾患医療全体の質の向上及び提供体制を整備していきます。 

 

 

１ 医療機関の整備等 

（１）アレルギー疾患医療拠点病院の整備 

○ 診断が困難な症例や標準的治療では病態が安定化しない重症及び難治性アレルギー疾患患者

に対し、関係する複数の診療科が連携して、診断、治療、管理を行う「千葉県アレルギー疾患

医療拠点病院」（以下「拠点病院」という。）を整備します。【疾病対策課】 

  ○ 拠点病院が行う患者等への情報提供、医療従事者の人材育成等の実施にあたり、県は拠点病

院と連携して推進していきます。【疾病対策課・学事課・児童家庭課・子育て支援課・障害福

祉事業課・学校安全保健課】 

    拠点病院の役割  

・ 情報提供 

アレルギー疾患の重症化の予防には、平時からの自己管理が重要であるため、患者やその

家族、地域住民に対するアレルギー疾患に関する適切な情報の提供に取り組む。また、千葉

県アレルギー疾患医療連絡協議会が企画する、患者やその家族に対する定期的な講習会や地

域住民に対する啓発活動等に主体的に取り組む。  
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・人材育成 

千葉県アレルギー疾患医療連絡協議会での検討を元に、県でアレルギー疾患医療に携わる

医療従事者の知識や技能の向上に資する研修のみならず、保健師、栄養士や学校、児童福祉

施設等の教職員等に対する講習の実施に、積極的に関与する。 

・研究 

学校現場でのアレルギー疾患対策の状況やアレルギー疾患の地域的特性等、都道府県にお

けるアレルギー疾患の実情を継続的に把握するための調査・分析を行い、都道府県によるア

レルギー疾患対策の推進を支援する。また、国が長期的かつ戦略的に推進する全国的な疫学

研究、臨床研究等に協力する。  

・学校、児童福祉施設等におけるアレルギー疾患対応への助言、支援 

県の各地域における学校や児童福祉施設等が抱えるアレルギー疾患に関する諸問題に対し

て、市町村の教育委員会や市町村の関係部局に対し、医学的見地からの助言、支援を行う。 

 

 

 

 

 

 

（２）アレルギー疾患診療連携体制の整備 

アレルギー疾患を有する者が居住する地域に関わらず、適切なアレルギー疾患医療を受けられ

るよう、拠点病院、地域の診療所や一般病院のかかりつけ医との間の連携協力体制の構築を推進

していきます。【疾病対策課】 

 

 

 

 

２ 専門的な知識及び技能を有する医師その他の医療従事者の育成 

○ かかりつけ医が担うアレルギー疾患診療において必要な技能や知識等の習得を推進していく

ため、拠点病院や医師会等と連携して、医師に対して最新の科学的知見に基づく適切な医療につ

いての情報提供を行うなど講習の機会を確保していきます。【疾病対策課】 

○ 国は、アレルギー疾患を有する者が居住する地域に関わらず、適切なアレルギー疾患医療や相談支
援を受けられるよう、アレルギー疾患医療の提供体制の在り方に関する検討を行い、その検討結果に
基づいた体制を整備する。（基本方針第3(2)オ） 

○ 診断が困難な症例や標準的治療では病態が安定化しない重症及び難治性アレルギー疾患患者に対
し、関係する複数の診療科が連携し、診断、治療、管理を行う。（拠点病院整備通知2,2）,①） 

○ 国は、アレルギー疾患医療の提供体制の更なる充実を図るため、国立研究開発法人国立成育医療研
究センター及び独立行政法人国立病院機構相模原病院等アレルギー疾患医療の全国的な拠点となる医
療機関及び地域の拠点となる医療機関のそれぞれの役割や機能並びにこれらの医療機関とかかりつけ
医との間の連携協力体制に関する検討を行い、その検討結果に基づいた体制を整備する。 

○ 国は、アレルギー疾患医療の提供体制の更なる充実を図るため、国立研究開発法人国立成育医療研
究センター及び独立行政法人国立病院機構相模原病院等アレルギー疾患医療の全国的な拠点となる医
療機関及び地域の拠点となる医療機関のそれぞれの役割や機能並びにこれらの医療機関とかかりつけ
医との間の連携協力体制に関する検討を行い、その検討結果に基づいた体制を整備する。（拠点病院
整備通知第3(2)カ） 



- 19 - 

 

○ アレルギー疾患医療に携わる医療従事者の知識や技能の向上に資する研修を、拠点病院と 

連携して推進していきます。【疾病対策課】 

 

 

 

 

３ 医療機関情報の提供 

関係学会等がウェブサイトに掲載しているアレルギー疾患に携わる専門的な知識及び技術を有

する医療従事者並びにアレルギー疾患医療に係る提供機関の情報について、ウェブサイト等を通

じ、患者やその家族、医療従事者向けに提供していきます。【疾病対策課・医療整備課】 

 

 

 

 

  

○ 国は、アレルギー疾患医療に携わる医師に対して、最新の科学的知見に基づく適切な医療について
の情報を提供するため、地方公共団体に対して、地域医師会等と協力し講習の機会を確保することを
求める。また、関係学会に対して、アレルギー疾患に携わる専門的な知識及び技能を有する医師等を
講習に派遣し、講習内容を充実させるための協力を求める。（基本方針第3(2)ア） 

○ 国は、関係学会等がウェブサイトに掲載しているアレルギー疾患に携わる専門的な知識及び技術を
有する医療従事者並びにアレルギー疾患医療に係る提供機関の情報について、ウェブサイト等を通
じ、患者やその家族、医療従事者向けに提供する。（基本方針第3(2)エ） 
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第３節 アレルギー疾患を有する者の生活の質の維持向上 

 アレルギー疾患を有する者が、平時からの自己管理のもと安心して生活することができるよう、 

周囲の関係者がアレルギー疾患を理解し、適切な配慮や対応ができるよう、施設等の職員への研修や

情報提供等を行っていきます。 

１ アレルギー疾患に関する相談等に携わる職種への研修会等の実施 

○ 日頃アレルギー疾患を有する者への対応が求められることが多い保健師、助産師、管理栄養士、

栄養士、調理師等がアレルギー疾患への対応に関する適切な知見を得られるよう、拠点病院と連

携して研修会を開催していきます。【疾病対策課】 

○ 国が開催する「リウマチ・アレルギー相談員養成研修会」や、アレルギー関連団体が主催する

講習会等への参加による自己研鑽を促すため、各関係機関を通じて広く参加の呼びかけを行って

いきます。【疾病対策課】 

○ 保育分野や地域子育て支援分野に携わる職員の養成及び質の向上を図る研修において、食育や

アレルギー対応等を加味した内容の充実を図っていきます。（関連する計画：千葉県子ども・子

育て支援事業支援計画）【子育て支援課】 

 

 

 

 

２ 幼稚園、保育所、学校等におけるアレルギー疾患に対する取り組みの向上 

○ 保育所等において、アレルギー疾患を有する児童が分け隔てなく生活を送ることができるよう、

厚生労働省が作成した「保育所におけるアレルギー対応ガイドライン」や「放課後児童クラブ運

営指針」等のガイドラインを周知し体制整備を促進します。【学事課・子育て支援課・障害福祉

事業課】 

○ 学校においては、財団法人日本学校保健会が作成した「学校のアレルギー疾患に対する取り組

みガイドライン」及び文部科学省が作成した「学校給食における食物アレルギー対応指針」等を

周知し、実践を促すとともに、学校の教職員等に対するアレルギー疾患の正しい知識の習得や実

践的な研修の機会の確保等について、市町村関係課や教育委員会に対して適切な助言及び指導を

行います。【学事課・学校安全保健課】 

○ 特に食物アレルギーへの対応が求められる給食施設の関係者に対して、給食施設指導事業の巡

回指導等の機会を通じて、適宜アレルギー疾患に関する適切な知見を提供していきます。【健康

○ 国は、アレルギー疾患を有する者への対応が求められることが多い保健師、助産師、管理栄養士、
栄養士及び調理師等（以下「保健師等」という。）がアレルギー疾患への対応に関する適切な知見を
得られるよう、地方公共団体に対して、関係学会等と連携し講習の機会を確保することを求める。
（基本方針第5(1)ア） 
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づくり支援課】 

○ 食物アレルギーへの対処がしやすく、かつ安全であるように、食品の製造や集団での食事のあ

り方について、様々な立場が必要な情報を共有できるようにするため、「食物アレルギーの誤食

＆ひやりはっと集」等を広く周知していきます。【疾病対策課】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 幼稚園、保育所、学校等における緊急時対応の確立 

○ 職員が食物アレルギー等について正しい知識を習得し、アレルギー疾患対応の体制整備や緊急

時対応に備えた校内研修の充実を図るため、研修等の実施により支援していきます。【疾病対策

課・学事課・子育て支援課・障害福祉事業課・学校安全保健課】 

○ アレルギー疾患を有する者がアナフィラキシーショックを引き起こした際に、適切な医療を受

けられるよう、市町村関係課や教育委員会等に対して、アレルギー疾患を有する者、その家族及

び学校等が共有している学校生活管理指導表等の情報について、医療機関、消防機関等とも平時

から共有するよう促していきます。【学事課・子育て支援課・障害福祉事業課・学校安全保健課】 

○ アドレナリン自己注射の交付を受けている児童生徒が在籍している学校においては、保護者の

同意を得た上で、事前に地域の消防機関に当該児童生徒の情報を提供するなど、日頃から消防機

関など地域の関係機関と連携することを促していきます。【消防課】 

○ 施設が抱えるアレルギー疾患に関する諸問題に対して、拠点病院と連携して、市町村関係課や

教育委員会等に対し、医学的見地からの助言、支援を行っていきます。【疾病対策課・学事課・

子育て支援課・障害福祉事業課・学校安全保健課】 

 

○ 国は、アレルギー疾患を有する児童等が他の児童等と分け隔てなく学校生活を送るため、必要に応
じた適切な教育が受けられるよう、教育委員会等に対して適切な助言及び指導を行う。（基本方針第
2(2)ア） 

○ 国は、財団法人日本学校保健会が作成した「学校のアレルギー疾患に対する取り組みガイドライ
ン」及び文部科学省が作成した「学校給食における食物アレルギー対応指針」等を周知し、実践を促
すとともに、学校の教職員等に対するアレルギー疾患の正しい知識の習得や実践的な研修の機会の確
保等について、教育委員会等に対して必要に応じて適切な助言及び指導を行う。（基本方針第 5(1)
エ） 

○ 国は、児童福祉施設、放課後児童クラブ、老人福祉施設、障害者支援施設等を利用するアレルギー
疾患を有する児童等、高齢者又は障害者に対する適切な啓発等について、地方公共団体に対して協力
を求める。（基本方針第2(2)ア） 

○ 児童福祉施設や放課後児童クラブにおいても、職員等に対して、「保育所におけるアレルギー対応
ガイドライン」（平成 23 年 3 月 17 日付け雇児保発 0317 第 1 号厚生労働省雇用均等・児童家庭
局保育課長通知）等既存のガイドラインを周知するとともに、職員等に対するアレルギー疾患の正し
い知識の習得や実践的な研修の機会の確保等についても地方公共団体と協力して取り組む。また、老
人福祉施設、障害者支援施設等においても、職員等に対するアレルギー疾患の正しい知識の啓発に努
める。（基本方針第5(1)エ） 
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４ 災害時の対応 

（１）災害時に備えた備蓄等の推進 

○ 一般災害者向けの食糧に加え、乳幼児、高齢者、食物アレルギー疾患患者等の災害時要配慮

者向けの食糧について、備蓄や関係事業者との協定による調達により確保を図ります。（関連

する計画：災害時の緊急物資等の備蓄に関する計画）【危機管理課】 

○ 食物アレルギー疾患患者等、個別対応が必要となる災害時要配慮者向けの食料について、 

平常時における対象者への食料備蓄の周知や、災害時には、関係機関・団体と連携し食料を確

保し、必要な者へ提供できるよう対応を図ります。【危機管理課・健康づくり支援課・疾病対

策課】 

 

 

 

 

 

（２）災害時に備えた啓発の推進 

○ 災害時に市町村が開設する避難所を運営する際に、アレルギー疾患を持つ避難者が安心して

避難ができるよう、避難所で提供する食事の原材料表示を示した包装や食材料を示した献立表

を掲示することや、誤食事故防止のための食物アレルギーの対象材料が示されたビブスの活用

等を示した「災害時における避難所運営の手引き」を作成し、市町村の避難所運営を支援して

いきます。【防災政策課】 

○ 日本小児アレルギー学会が作成した「災害時のこどものアレルギー疾患対応パンフレット」

や、食物アレルギー疾患患者やその家族に、災害の起きる前の平時に準備すること、災害発生

後の避難所での対応について情報提供するため県が策定した「災害時に備えた食物アレルギー

疾患対応ガイドライン」を、県ホームページ等を通じて周知していきます。【疾病対策課】 

○ 国は、アレルギー疾患を有する者がアナフィラキシーショックを引き起こした際に、適切な医療を
受けられるよう、教育委員会等に対して、アレルギーを有する者、その家族及び学校等が共有してい
る学校生活管理指導表等の情報について、医療機関、消防機関等とも平時から共有するよう促す。
（基本方針第5(1)オ） 

○ 国は、アレルギー疾患を有する者がアナフィラキシーショックを引き起こした際に、必要となるア
ドレナリン自己注射薬の保有の必要性や注射のタイミング等の当該注射薬の使用方法について、医療
従事者が、アレルギー疾患を有する者やその家族及び関係者に啓発するよう促す。（基本方針第 5(1)
カ） 

○ 国及び地方公共団体は、平常時において、関係学会等と連携体制を構築し、様々な規模の災害を想
定した対応の準備を行う。（基本方針第5(3)ア） 

○ 国は、災害時において、乳アレルギーに対応したミルク等の確実な集積と適切な分配に資するた
め、それらの確保及び輸送を行う。また、国は、地方公共団体に対して防災や備蓄集配等に関わる担
当部署とアレルギー疾患対策を担当する部署が連携協力の上、食物アレルギーに対応した食品等の集
積場所を速やかに設置し、物資の受け取りや適切なタイミングで必要な者へ提供できるよう支援す
る。（基本方針第5(3)イ） 
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○ 国及び地方公共団体は、災害時において、関係学会等と連携し、ウェブサイトやパンフレット等を
用いた周知を行い、アナフィラキシー等の重症化の予防に努める。（基本方針第5(3)ウ） 

○ 国及び地方公共団体は、災害時において、関係団体等と協力し、アレルギー疾患を有する者、その
家族及び関係者並びに医療従事者向けの相談窓口の設置を速やかに行う。（基本方針第5(3)エ） 
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第４節 アレルギー疾患に係る調査・分析、研究等の成果を活用したアレルギー疾患施策の

推進 

拠点病院が実施する、学校現場でのアレルギー疾患対策の状況やアレルギー疾患の地域的特性等、

本県におけるアレルギー疾患の実情を継続的に把握するための調査・分析をもとに、アレルギー 

疾患対策を推進していきます。【疾病対策課】 

 

 

 

 

 

 

 

第４章 推進方策 

第１節 計画の推進体制 

県はアレルギー疾患対策を推進するため、拠点病院で実施する調査・分析等を参考に地域における

アレルギー疾患の実情を継続的に把握し、県、拠点病院、日常的診療を行う医療機関、専門的な知識

を有する医療従事者、医師会、市町村、教育関係者、患者や関係者等を構成員とする千葉県アレル

ギー疾患医療連絡協議会の意見を伺いながら、アレルギー診療連携体制、情報提供、人材育成等、 

地域の実情に応じたアレルギー疾患対策の推進を図っていきます。 

 

第２節 計画の進行管理 

アレルギー疾患医療連絡協議会については、関係課を交え、定期的に開催するものとし、本計画に

定められた取り組みの進捗の確認等、アレルギー疾患対策の更なる推進のための検討の場として機能

するものとします。 

  

○ 学校現場でのアレルギー疾患対策の状況やアレルギー疾患の地域的特性等、都道府県におけるアレ
ルギー疾患の実情を継続的に把握するための調査・分析を行い、都道府県によるアレルギー疾患対策
の推進を支援する。また、国が長期的かつ戦略的に推進する全国的な疫学研究、臨床研究等に協力す
る。（拠点病院整備通知2,2）,④） 
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（参考） 

用語解説 

 

アナフィラキシー 

アレルゲン等の侵入により、複数の臓器に全身性にアレルギー症状が出現し、生命に危機を与えう

る状態。 

 

アナフィラキシーショック 

アナフィラキシーが進行し、血圧が低下し、意識障害を伴う状態。 

 

アレルギー 

体に侵入してくるものうち、体にとっては本来無害なものにまで排除しようと、過剰に免疫反応が

働きすぎ、粘膜や皮膚の炎症等を引き起こす状態。 

 

アレルゲン 

 アレルギーを引き起こす原因となる物質のこと。 

 

診療・管理ガイドライン 

 診療の手順や根拠をまとめた指針書、又はそこに書かれた標準的な診療方法。関係する学会が、 

患者と医療者を支援する目的で作成し、臨床現場における意思決定の際に、判断材料の一つとして 

利用される。 
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アレルギー疾患対策に関連する法令・計画等 

 

１．法令・通知等 

・アレルギー疾患対策基本法 

・アレルギー疾患対策の推進に関する基本な指針 

・通知「都道府県におけるアレルギー疾患の医療提供体制について」（厚生労働省） 

・健康増進法 

・食品表示法 

・子ども・子育て支援法 

・自動車から排出される窒素酸化物及び粒子状物質の特定地域における総量の削減等に関する特別 

措置法（自動車NOｘ・PM法） 

・大気汚染防止法、ダイオキシン類対策特別措置法 

・通知「今後の学校給食における食物アレルギー対応について」（文部科学省、消防庁） 

・通知「自己注射が可能なエピネフリン（別名アドレナリン）製剤を交付されている児童生徒への 

対応について」（消防庁） 

 

２．本県の関連する個別計画等 

・災害時における避難所運営の手引き（防災政策課） 

・災害時における要配慮者及び避難行動要支援者の避難支援の手引き（防災政策課） 

・災害時の緊急物資等に係る備蓄・物流の基本指針（防災政策課） 

・災害時の緊急物資等の備蓄に関する計画（危機管理課） 

・千葉県保健医療計画（健康福祉政策課） 

・千葉県における健康福祉の取組と医療費の見通しに関する計画（健康福祉政策課） 

・健康ちば２１（健康づくり支援課） 

・新 千葉県次世代育成支援行動計画（前期計画）（児童家庭課） 

・千葉県子ども・子育て支援事業支援計画（子育て支援課） 

・千葉県食品等の安全・安心の確保に関する基本方針（衛生指導課） 

・千葉県食品衛生監視指導計画（衛生指導課） 

・千葉県環境基本計画（環境政策課） 

・新 みんなで取り組む「教育立県ちば」プラン（千葉県・千葉県教育委員会） 
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３．ガイドライン等 

・保育所保育指針（厚生労働省） 

・保育所におけるアレルギー対応ガイドライン（厚生労働省） 

・放課後児童クラブ運営指針（厚生労働省） 

・放課後児童クラブ運営指針解説書（厚生労働省） 

・児童福祉施設における食事の提供ガイド（厚生労働省） 

・授乳・離乳の支援ガイド（厚生労働省） 

・子育て世代包括支援センターガイドライン（厚生労働省） 

・標準的な乳幼児期の健康診査と保健指導に関する手引き（厚生労働科学研究費補助金） 

・学校のアレルギー疾患に対する取り組みガイドライン（日本学校保健会） 

・学校給食における食物アレルギー対応指針（文部科学省） 

・学校給食における食物アレルギー対応の手引き（千葉県教育委員会） 

・食物アレルギーの誤食＆ひやりはっと集（千葉県・NPO千葉アレルギーネットワーク） 

・災害時に備えた食物アレルギー疾患対応ガイドライン（千葉県疾病対策課） 

・災害時のこどものアレルギー疾患対応パンフレット（日本小児アレルギー学会） 

・チェックリストによる子どもの急病ガイドブック（千葉県医療整備課） 

・独立行政法人環境再生保全機構 各種資料 

 

４．研修会 

・アレルギー・リウマチ相談員研修会（厚生労働省・日本アレルギー学会） 

・ぜん息患者教育指導者養成研修等（独立行政法人環境再生保全機構） 

・公害健康被害予防事業研修（独立行政法人環境再生保全機構） 

・アレルギー大学（認定特定非営利活動法人アレルギー支援ネットワーク） 

 

５．相談窓口 

・千葉県アレルギー相談センター（千葉県疾病対策課） （０４３－２２３－２６７７） 

・こども急病電話相談（千葉県医療整備課） （＃８０００） 

・救急安心電話相談（千葉県医療整備課） （＃７００９） 

・ちば医療ナビ（千葉県医療整備課） （http://www.iryo.pref.chiba.lg.jp/） 

・日本小児科学会 こどもの救急ホームページ （http://kodomo-qq.jp/） 

http://www.iryo.pref.chiba.lg.jp/
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・日本アレルギー学会 アレルギー相談センター （https://allergy-sodan.jp/） 

・環境再生保全機構 ぜんそく・COPD相談 （０１２０－５９８０１４） 

・日本小児アレルギー学会 災害時のこどものアレルギーに関する相談 （sup_jasp@jspaci.jp） 

・食物アレルギー研究会「食物経口負荷試験実施施設」 

（https://www.foodallergy.jp/） 

 

６．公的機関のホームページ、各種の学会等の学術団体の公式ホームページ 

・厚生労働省 リウマチ・アレルギー対策 （http://www.mhlw.go.jp/） 

・文部科学省 アレルギー疾患対策 （http://www.mext.go.jp/） 

・消費者庁 アレルギー表示に関する情報 （http://www.caa.go.jp/） 

・独立行政法人国民生活センター アレルギー  

（http://www.kokusen.go.jp/soudan_topics/data/allergy.html） 

・環境省 花粉情報サイト （http://www.env.go.jp/index.html） 

・林野庁 スギ・ヒノキ花粉に関する情報 （http://www.rinya.maff.go.jp/index.html） 

・独立行政法人環境保全機構 ぜんそくなどの情報館 （http://www.erca.go.jp/） 

・公益社団法人日本アレルギー協会ホームページ （http://www.jaanet.org/） 

・一般社団法人日本アレルギー学会ホームページ （http://www.jsaweb.jp/） 

・日本小児アレルギー学会ホームページ （http://www.jspaci.jp/） 

・日本皮膚科学会ホームページ （https://www.dermatol.or.jp/） 

・日本眼科アレルギー学会 （http://www.joasg.com/） 

・日本花粉症学会 （http://www.psj3.org/jp/index.htm） 

・特定非営利活動法人産学連携推進機構内 花粉問題対策事業者協議会  

（https://www.kafunbusiness.org/） 

 

７．統計 

・環境再生保全機構 ぜんそくなどの情報館 

https://www.foodallergy.jp/
http://www.env.go.jp/index.html
http://www.rinya.maff.go.jp/index.html
http://www.erca.go.jp/
http://www.jsaweb.jp/
http://www.jspaci.jp/
https://www.dermatol.or.jp/
http://www.joasg.com/
http://www.psj3.org/jp/index.htm
https://www.kafunbusiness.org/


アレルギー疾患対策基本法 

（平成二十六年六月二十七日法律第九十八号） 

 

                            最終改正：平成二六年六月一三日法律第六七号 

 

 

 第一章 総則（第一条―第十条） 

 第二章 アレルギー疾患対策基本指針等（第十一条―第十三条） 

 第三章 基本的施策 

  第一節 アレルギー疾患の重症化の予防及び症状の軽減（第十四条・第十五条） 

  第二節 アレルギー疾患医療の均てん化の促進等（第十六条・第十七条） 

  第三節 アレルギー疾患を有する者の生活の質の維持向上（第十八条） 

  第四節 研究の推進等（第十九条） 

  第五節 地方公共団体が行う基本的施策（第二十条） 

 第四章 アレルギー疾患対策推進協議会（第二十一条・第二十二条） 

 附則 

   第一章 総則  

（目的） 

第一条  この法律は、アレルギー疾患を有する者が多数存在すること、アレルギー疾患には急激

な症状の悪化を繰り返し生じさせるものがあること、アレルギー疾患を有する者の生活の質が著

しく損なわれる場合が多いこと等アレルギー疾患が国民生活に多大な影響を及ぼしている現状

及びアレルギー疾患が生活環境に係る多様かつ複合的な要因によって発生し、かつ、重症化す

ることに鑑み、アレルギー疾患対策の一層の充実を図るため、アレルギー疾患対策に関し、基本

理念を定め、国、地方公共団体、医療保険者、国民、医師その他の医療関係者及び学校等の設

置者又は管理者の責務を明らかにし、並びにアレルギー疾患対策の推進に関する指針の策定

等について定めるとともに、アレルギー疾患対策の基本となる事項を定めることにより、アレルギ

ー疾患対策を総合的に推進することを目的とする。  

（定義） 

第二条  この法律において「アレルギー疾患」とは、気管支ぜん息、アトピー性皮膚炎、アレルギー

性鼻炎、アレルギー性結膜炎、花粉症、食物アレルギーその他アレルゲンに起因する免疫反応

による人の生体に有害な局所的又は全身的反応に係る疾患であって政令で定めるものをいう。  

（基本理念） 

第三条  アレルギー疾患対策は、次に掲げる事項を基本理念として行われなければならない。  
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一  アレルギー疾患が生活環境に係る多様かつ複合的な要因によって発生し、かつ、重症化する

ことに鑑み、アレルギー疾患の重症化の予防及び症状の軽減に資するため、第三章に定める基

本的施策その他のアレルギー疾患対策に関する施策の総合的な実施により生活環境の改善を

図ること。  

二  アレルギー疾患を有する者が、その居住する地域にかかわらず等しく科学的知見に基づく適

切なアレルギー疾患に係る医療（以下「アレルギー疾患医療」という。）を受けることができるよう

にすること。  

三  国民が、アレルギー疾患に関し、適切な情報を入手することができるとともに、アレルギー疾

患にかかった場合には、その状態及び置かれている環境に応じ、生活の質の維持向上のための

支援を受けることができるよう体制の整備がなされること。  

四  アレルギー疾患に関する専門的、学際的又は総合的な研究を推進するとともに、アレルギー

疾患の重症化の予防、診断、治療等に係る技術の向上その他の研究等の成果を普及し、活用

し、及び発展させること。  

（国の責務） 

第四条  国は、前条の基本理念（次条において「基本理念」という。）にのっとり、アレルギー疾患

対策を総合的に策定し、及び実施する責務を有する。  

（地方公共団体の責務） 

第五条  地方公共団体は、基本理念にのっとり、アレルギー疾患対策に関し、国との連携を図りつ

つ、自主的かつ主体的に、その地域の特性に応じた施策を策定し、及び実施するよう努めなけ

ればならない。  

（医療保険者の責務） 

第六条  医療保険者（介護保険法（平成九年法律第百二十三号）第七条第七項に規定する医療

保険者をいう。）は、国及び地方公共団体が講ずるアレルギー疾患の重症化の予防及び症状の

軽減に関する啓発及び知識の普及等の施策に協力するよう努めなければならない。  

（国民の責務） 

第七条  国民は、アレルギー疾患に関する正しい知識を持ち、アレルギー疾患の重症化の予防及

び症状の軽減に必要な注意を払うよう努めるとともに、アレルギー疾患を有する者について正し

い理解を深めるよう努めなければならない。  

（医師等の責務） 

第八条  医師その他の医療関係者は、国及び地方公共団体が講ずるアレルギー疾患対策に協

力し、アレルギー疾患の重症化の予防及び症状の軽減に寄与するよう努めるとともに、アレルギ

ー疾患を有する者の置かれている状況を深く認識し、科学的知見に基づく良質かつ適切なアレ

ルギー疾患医療を行うよう努めなければならない。  

（学校等の設置者等の責務） 
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第九条  学校、児童福祉施設、老人福祉施設、障害者支援施設その他自ら十分に療養に関し必

要な行為を行うことができない児童、高齢者又は障害者が居住し又は滞在する施設（以下「学校

等」という。）の設置者又は管理者は、国及び地方公共団体が講ずるアレルギー疾患の重症化

の予防及び症状の軽減に関する啓発及び知識の普及等の施策に協力するよう努めるとともに、

その設置し又は管理する学校等において、アレルギー疾患を有する児童、高齢者又は障害者に

対し、適切な医療的、福祉的又は教育的配慮をするよう努めなければならない。  

（法制上の措置等） 

第十条  政府は、アレルギー疾患対策を実施するため必要な法制上又は財政上の措置その他の

措置を講じなければならない。  

   第二章 アレルギー疾患対策基本指針等  

（アレルギー疾患対策基本指針の策定等） 

第十一条  厚生労働大臣は、アレルギー疾患対策の総合的な推進を図るため、アレルギー疾患

対策の推進に関する基本的な指針（以下「アレルギー疾患対策基本指針」という。）を策定しなけ

ればならない。  

２  アレルギー疾患対策基本指針は、次に掲げる事項について定めるものとする。  

一  アレルギー疾患対策の推進に関する基本的な事項  

二  アレルギー疾患に関する啓発及び知識の普及並びにアレルギー疾患の予防のための施策に

関する事項  

三  アレルギー疾患医療を提供する体制の確保に関する事項  

四  アレルギー疾患に関する調査及び研究に関する事項  

五  その他アレルギー疾患対策の推進に関する重要事項  

３  厚生労働大臣は、アレルギー疾患対策基本指針を策定しようとするときは、あらかじめ、関係

行政機関の長に協議するとともに、アレルギー疾患対策推進協議会の意見を聴くものとする。  

４  厚生労働大臣は、アレルギー疾患対策基本指針を策定したときは、遅滞なく、これをインター

ネットの利用その他適切な方法により公表しなければならない。  

５  厚生労働大臣は、適時に、アレルギー疾患対策基本指針に基づくアレルギー疾患対策の効果

に関する評価を行い、その結果をインターネットの利用その他適切な方法により公表しなければ

ならない。  

６  厚生労働大臣は、アレルギー疾患医療に関する状況、アレルギー疾患を有する者を取り巻く

生活環境その他のアレルギー疾患に関する状況の変化を勘案し、及び前項の評価を踏まえ、少

なくとも五年ごとに、アレルギー疾患対策基本指針に検討を加え、必要があると認めるときには、

これを変更しなければならない。  

７  第三項及び第四項の規定は、アレルギー疾患対策基本指針の変更について準用する。  
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（関係行政機関への要請） 

第十二条  厚生労働大臣は、必要があると認めるときは、関係行政機関の長に対して、アレルギ

ー疾患対策基本指針の策定のための資料の提出又はアレルギー疾患対策基本指針において

定められた施策であって当該行政機関の所管に係るものの実施について、必要な要請をするこ

とができる。  

（都道府県におけるアレルギー疾患対策の推進に関する計画） 

第十三条  都道府県は、アレルギー疾患対策基本指針に即するとともに、当該都道府県における

アレルギー疾患を有する者に対するアレルギー疾患医療の提供の状況、生活の質の維持向上

のための支援の状況等を踏まえ、当該都道府県におけるアレルギー疾患対策の推進に関する

計画を策定することができる。  

   第三章 基本的施策  

    第一節 アレルギー疾患の重症化の予防及び症状の軽減  

（知識の普及等） 

第十四条  国は、生活環境がアレルギー疾患に及ぼす影響に関する啓発及び知識の普及、学校

教育及び社会教育におけるアレルギー疾患の療養に関し必要な事項その他のアレルギー疾患

の重症化の予防及び症状の軽減の適切な方法に関する教育の推進その他のアレルギー疾患

の重症化の予防及び症状の軽減に関する国民の認識を深めるために必要な施策を講ずるもの

とする。  

（生活環境の改善） 

第十五条  国は、アレルギー疾患の重症化の予防及び症状の軽減に資するよう、大気汚染の防

止、森林の適正な整備、アレルギー物質を含む食品に関する表示の充実、建築構造等の改善

の推進その他の生活環境の改善を図るための措置を講ずるものとする。  

    第二節 アレルギー疾患医療の均てん化の促進等  

（専門的な知識及び技能を有する医師その他の医療従事者の育成） 

第十六条  国は、アレルギー疾患に関する学会と連携協力し、アレルギー疾患医療に携わる専門

的な知識及び技能を有する医師、薬剤師、看護師その他の医療従事者の育成を図るために必

要な施策を講ずるものとする。  

（医療機関の整備等） 

第十七条  国は、アレルギー疾患を有する者がその居住する地域にかかわらず等しくそのアレル

ギー疾患の状態に応じた適切なアレルギー疾患医療を受けることができるよう、専門的なアレル

ギー疾患医療の提供等を行う医療機関の整備を図るために必要な施策を講ずるものとする。  
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２  国は、アレルギー疾患を有する者に対し適切なアレルギー疾患医療が提供されるよう、国立研

究開発法人国立成育医療研究センター、独立行政法人国立病院機構の設置する医療機関であ

って厚生労働大臣が定めるもの、前項の医療機関その他の医療機関等の間における連携協力

体制の整備を図るために必要な施策を講ずるものとする。  

    第三節 アレルギー疾患を有する者の生活の質の維持向上  

第十八条  国は、アレルギー疾患を有する者の生活の質の維持向上が図られるよう、アレルギー

疾患を有する者に対する医療的又は福祉的援助に関する専門的な知識及び技能を有する保健

師、助産師、管理栄養士、栄養士、調理師等の育成を図るために必要な施策を講ずるものとす

る。  

２  国は、アレルギー疾患を有する者に対しアレルギー疾患医療を適切に提供するための学校

等、職場等と医療機関等との連携協力体制を確保すること、学校等の教員又は職員、事業主等

に対するアレルギー疾患を有する者への医療的、福祉的又は教育的援助に関する研修の機会

を確保すること、アレルギー疾患を有する者及びその家族に対する相談体制を整備すること、ア

レルギー疾患を有する者についての正しい理解を深めるための教育を推進することその他のア

レルギー疾患を有する者の生活の質の維持向上のために必要な施策を講ずるものとする。  

    第四節 研究の推進等  

第十九条  国は、アレルギー疾患の本態解明、革新的なアレルギー疾患の予防、診断及び治療

に関する方法の開発その他のアレルギー疾患の罹患率の低下並びにアレルギー疾患の重症化

の予防及び症状の軽減に資する事項についての疫学研究、基礎研究及び臨床研究が促進さ

れ、並びにその成果が活用されるよう必要な施策を講ずるものとする。  

２  国は、アレルギー疾患医療を行う上で特に必要性が高い医薬品、医療機器及び再生医療等

製品の早期の医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律（昭和三

十五年法律第百四十五号）の規定による製造販売の承認に資するよう、その治験が迅速かつ確

実に行われる環境の整備のために必要な施策を講ずるものとする。  

    第五節 地方公共団体が行う基本的施策  

第二十条  地方公共団体は、国の施策と相まって、当該地域の実情に応じ、第十四条から第十八

条までに規定する施策を講ずるように努めなければならない。  

   第四章 アレルギー疾患対策推進協議会  
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第二十一条  厚生労働省に、アレルギー疾患対策基本指針に関し、第十一条第三項（同条第七

項において準用する場合を含む。）に規定する事項を処理するため、アレルギー疾患対策推進

協議会（次条において「協議会」という。）を置く。  

第二十二条  協議会の委員は、アレルギー疾患を有する者及びその家族を代表する者、アレルギ

ー疾患医療に従事する者並びに学識経験のある者のうちから、厚生労働大臣が任命する。  

２  協議会の委員は、非常勤とする。  

３  前二項に定めるもののほか、協議会の組織及び運営に関し必要な事項は、政令で定める。  

 

   附 則 抄 

（施行期日） 

第一条  この法律は、公布の日から起算して一年六月を超えない範囲内において政令で定める

日から施行する。ただし、附則第三条の規定は、独立行政法人通則法の一部を改正する法律の

施行に伴う関係法律の整備に関する法律（平成二十六年法律第六十七号）の公布の日又はこ

の法律の公布の日のいずれか遅い日から施行する。  

 

   附 則 （平成二六年六月一三日法律第六七号） 抄 

（施行期日） 

第一条  この法律は、独立行政法人通則法の一部を改正する法律（平成二十六年法律第六十六

号。以下「通則法改正法」という。）の施行の日から施行する。  
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アレルギー疾患対策の推進に関する基本的な指針 

 

平成 29 年３月 21 日策定 

 

 

目次 

第１ アレルギー疾患対策の推進に関する基本的な事項 

第２ アレルギー疾患に関する啓発及び知識の普及並びにアレルギー疾患の予防のた

めの施策に関する事項 

第３ アレルギー疾患医療を提供する体制の確保に関する事項 

第４ アレルギー疾患に関する調査及び研究に関する事項 

第５ その他アレルギー疾患対策の推進に関する重要事項 

 

 本指針におけるアレルギー疾患とは、アレルギー疾患対策基本法（平成 26 年法律第

98 号。以下「法」という。）に定められており、気管支ぜん息、アトピー性皮膚炎、

アレルギー性鼻炎、アレルギー性結膜炎、花粉症、食物アレルギーその他アレルゲン

に起因する免疫反応による人の生体に有害な局所的又は全身的反応に係る疾患であっ

て政令で定めるものである。 

医学的にアレルギー疾患とは、粘膜や皮膚の慢性炎症を起こし、多くの患者でアレ

ルゲンに対する特異的 IgE 抗体を有する、多様かつ複合的要因を有する疾患のことと

されている。気管支ぜん息は、気道炎症を主な病態とし、繰り返し起こる咳嗽、喘鳴、

呼吸困難等、可逆性の気道狭窄と気道過敏性の亢進に起因する症状を呈するとされて

いる。アトピー性皮膚炎は、皮膚バリア機能の低下による易刺激性とアレルギー炎症

が主な病態であり、瘙痒感を伴う湿疹を呈するとされている。アレルギー性鼻炎は、

アレルゲン侵入後にくしゃみ、鼻漏、鼻閉等を呈するとされており、アレルギー性結

膜炎は、流涙、目の瘙痒感と充血、眼瞼浮腫等を呈するとされている。花粉症は、ア

レルギー性鼻炎のうち花粉抗原による季節性アレルギー性鼻炎を指し、アレルギー性

結膜炎を高頻度に合併するとされている。特にスギ花粉症の有病率は、アレルギー疾

患の中で最も高く、全年齢層において増加の一途をたどっている。食物アレルギーで

は、抗原食物の摂取等により、皮膚症状・呼吸器症状・消化器症状等が引き起こされ、

時にアナフィラキシーと呼ばれる複数臓器に及ぶ全身性の重篤な過敏反応を起こすと

されている。これらアレルギー疾患は、一度発症すると、複数のアレルギー疾患を合

併し得ること、新たなアレルギー疾患を発症し得ること等の特徴（アレルギーマーチ）

を有するため、これらの特徴を考慮した診療が必要になる。 

我が国では、依然としてアレルギー疾患を有する者の増加が見られ、現在は乳幼児

から高齢者まで国民の約二人に一人が何らかのアレルギー疾患を有していると言われ

ている。アレルギー疾患を有する者は、しばしば発症、増悪、軽快、寛解、再燃を不

定期に繰り返し、症状の悪化や治療のための通院や入院のため、休園、休学、休職等
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を余儀なくされ、時には成長の各段階で過ごす学校や職場等において、適切な理解、

支援が得られず、長期にわたり生活の質を著しく損なうことがある。また、アレルギ

ー疾患の中には、アナフィラキシーショックなど、突然症状が増悪することにより、

致死的な転帰をたどる例もある。 

近年、医療の進歩に伴い、科学的知見に基づく医療を受けることによる症状のコン

トロールがおおむね可能となってきているが、全ての患者がその恩恵を受けているわ

けではないという現状も指摘されており、診療・管理ガイドラインにのっとった医療

のさらなる普及が望まれている。 

このような状況を改善し、我が国のアレルギー疾患対策の一層の充実を図るため、

平成 26 年 6 月に法が公布された。国、地方公共団体、アレルギー疾患を有する者やそ

の家族及び関係者は、法に定められた基本理念や責務等にのっとり、共に連携しなが

らアレルギー疾患対策に主体的に参画し、突然症状が増悪することにより亡くなる等

の事態を未然に防ぐとともに、アレルギー疾患を有する者の生活の質の維持向上に取

り組むことが重要である。 

アレルギー疾患対策は、生活の仕方や生活環境の改善、アレルギー疾患に係る医療

（以下「アレルギー疾患医療」という。）の質の向上及び提供体制の整備、国民がア

レルギー疾患に関し適切な情報を入手できる体制の整備、生活の質の維持向上のため

の支援を受けることができる体制の整備、アレルギー疾患に係る研究の推進並びに研

究等の成果を普及し、活用し、発展させることを基本理念として行われなければなら

ない。 

本指針は、この基本理念に基づき、アレルギー疾患を有する者が安心して生活でき

る社会の構築を目指し、国、地方公共団体が取り組むべき方向性を示すことにより、

アレルギー疾患対策の総合的な推進を図ることを目的として法第11条第 1項の規定に

基づき策定するものである。 

 

第１ アレルギー疾患対策の推進に関する基本的な事項 

（１） 基本的な考え方 

ア アレルギー疾患は、アレルゲンの曝露の量や頻度等の増減によって症状の

程度に変化が生じるという特徴を有するため、アレルギー疾患を有する者の

生活する環境、すなわち周囲の自然環境及び住居内の環境、そこでの生活の

仕方並びに周囲の者の理解に基づく環境の管理等に大きく影響される。した

がって、アレルギー疾患の発症や重症化を予防し、その症状を軽減するため

には、アレルゲンに曝露しないようにすることが有効であり、アレルゲン回

避のための措置を講ずることを念頭に、アレルギー疾患を有する者を取り巻

く環境の改善を図ることが重要である。 

イ アレルギー疾患医療の提供体制は、アレルギー疾患を有する者が、その居

住する地域に関わらず、科学的知見に基づく適切なアレルギー疾患医療を等

しく受けられるよう、アレルギー疾患医療全体の質の向上及び科学的根拠に

基づいたアレルギー疾患医療の提供体制の整備が必要である。 
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ウ 国民が、アレルギー疾患に関し、科学的知見に基づく適切な情報を入手で

きる体制を整備するとともに、アレルギー疾患に罹患した場合には、日常生

活を送るに当たり、正しい知見に基づいた情報提供や相談支援等を通じ、生

活の質の維持向上のための支援を受けることができる体制を整備することが

必要である。 

エ アレルギー疾患に関する専門的、学際的又は総合的な研究を戦略的に推進

するとともに、アレルギー疾患の発症及び重症化の予防、診断並びに治療等

に係る技術の向上その他の研究等の成果を普及し、活用し、及び発展させる

ことが必要である。 

（２） 国、地方公共団体、医療保険者、国民、医師その他の医療関係者及び学校等

の設置者又は管理者の責務 

ア 国は、基本的な考え方にのっとり、アレルギー疾患対策を総合的に策定及

び実施する責務を有する。 

イ 地方公共団体は、基本的な考え方にのっとり、アレルギー疾患対策に関し、

国との連携を図りつつ、自主的かつ主体的に、その地域の特性に応じた施策

を策定及び実施するよう努めなければならない。 

ウ 医療保険者（介護保険法（平成 9 年法律第 123 号）第 7 条第 7 項に規定す

る医療保険者をいう。以下同じ。）は、国及び地方公共団体が講ずるアレル

ギー疾患の重症化の予防及び症状の軽減に関する啓発及び知識の普及等の施

策に協力するよう努めなければならない。 

エ 国民は、アレルギー疾患に関する正しい知識を持ち、アレルギー疾患の重

症化の予防及び症状の軽減に必要な注意を払うよう努めるとともに、アレル

ギー疾患を有する者について正しい理解を深めるよう努めなければならな

い。 

オ 医師その他の医療関係者は、国及び地方公共団体が講ずるアレルギー疾患

対策に協力し、アレルギー疾患の重症化の予防及び症状の軽減に寄与するよ

う努めるとともに、アレルギー疾患を有する者の置かれている状況を深く認

識し、科学的知見に基づく良質かつ適切なアレルギー疾患医療を行うよう努

めなければならない。 

カ 学校、児童福祉施設、老人福祉施設、障害者支援施設その他自ら十分に療

養に関し必要な行為を行うことができない乳幼児、児童、生徒（以下「児童

等」という。）、高齢者又は障害者が居住し又は滞在する施設の設置者又は

管理者は、国及び地方公共団体が講ずるアレルギー疾患の重症化の予防及び

症状の軽減に関する啓発及び知識の普及等の施策に協力するよう努めるとと

もに、その設置又は管理する学校等において、アレルギー疾患を有する児童

等、高齢者又は障害者に対して、適切な医療的、福祉的又は教育的配慮をす

るよう努めなければならない。 

 

第２ アレルギー疾患に関する啓発及び知識の普及並びにアレルギー疾患の予防のた
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めの施策に関する事項 

（１） 今後の取組の方針について 

アレルギー疾患は、その有病率の高さゆえに、国民の生活に多大な影響を

及ぼしているが、現時点においても本態解明は十分ではなく、また、生活環

境に関わる多様で複合的な要因が発症及び重症化に関わっているため、その

原因の特定が困難であることが多い。 

一方、インターネット等にはアレルギー疾患の原因やその予防法、症状の

軽減に関する膨大な情報があふれており、この中から、適切な情報を選択す

ることは困難となっている。また、適切でない情報を選択したがゆえに、科

学的知見に基づく治療から逸脱し、症状が再燃又は増悪する例が指摘されて

いる。 

このような現状を踏まえ、国は、国民がアレルゲンの除去や回避を含めた

重症化予防の方法、症状の軽減の方法等、科学的根拠に基づいたアレルギー

疾患医療に関する正しい知識を習得できるよう、国民に広く周知すること並

びにアレルギー疾患の発症及び重症化に影響する様々な生活環境を改善する

ための取組を進める。 

（２） 今後取組が必要な事項について 

ア 国は、アレルギー疾患を有する児童等が他の児童等と分け隔てなく学校生

活を送るため、必要に応じた適切な教育が受けられるよう、教育委員会等に

対して適切な助言及び指導を行う。また、国は、児童福祉施設、放課後児童

クラブ、老人福祉施設、障害者支援施設等を利用するアレルギー疾患を有す

る児童等、高齢者又は障害者に対する適切な啓発等について、地方公共団体

に対して協力を求める。 

イ 国は、国民がアレルギー疾患の正しい理解を得ることができるよう、地域

の実情等に応じた社会教育の場を活用した啓発について、地方公共団体に対

して協力を求める。 

ウ 国は、地方公共団体に対して市町村保健センター等で実施する乳幼児健康

診査等の母子保健事業の機会を捉え、乳幼児の保護者に対する適切な保健指

導や医療機関への受診勧奨等、適切な情報提供を実施するよう求める。 

エ 国及び地方公共団体は、医療保険者及び後期高齢者医療広域連合（高齢者

の医療の確保に関する法律（昭和 57 年法律第 80 号）第 48 条に規定する後期

高齢者医療広域連合をいう。）に対して、国及び地方公共団体が講ずるアレ

ルギー疾患やアレルギー疾患の重症化予防、症状の軽減の適切な方法等に関

する啓発及び知識の普及のための施策に協力するよう求める。 

オ 国は、環境基本法（平成 5 年法律第 91 号）第 16 条第 4 項に規定する施策

を講ずることにより、環境基準（同法同条第 1 項に規定する基準をいう。）

が確保されるように努める。 

カ 国は、花粉の飛散状況の把握等を行い、適切な情報提供を行うとともに、

花粉の飛散の軽減に資するため、森林の適正な整備を図る。 
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キ 国は、地方公共団体と連携して受動喫煙の防止等を更に推進することを通

じ、気管支ぜん息の発症及び重症化の予防を図る。 

ク 国は、アレルギー疾患を有する者の食品の安全の確保のため、アレルギー

物質を含む食品に関する表示等について科学的な検証を行う。また、国は、

食物アレルギーの原因物質に関して定期的な調査を行い、食品表示法（平成

25 年法律第 70 号）に基づく義務表示又は推奨表示の充実に努めるとともに、

外食等に関する食物アレルギー表示については、関係業界と連携し、外食事

業者等が行う食物アレルギー表示の適切な情報提供の取組等を推進する。食

品関連業者は、表示制度を遵守し、その理解を図るため従業員教育等を行う。

さらに、地方公共団体は、表示の適正化を図るため、都道府県等食品衛生監

視指導計画（食品衛生法（昭和 22 年法律第 233 号）第 24 条第 1 項に規定す

る計画をいう。）に基づき食品関連業者の監視等を実施する。 

ケ 国は、関係学会等と連携し、アレルギー疾患の病態、診断に必要な検査、

薬剤の使用方法、アレルゲン免疫療法（減感作療法）を含む適切な治療方法、

重症化予防や症状の軽減の適切な方法並びにアレルギー疾患に配慮した居住

環境及び生活の仕方といった生活環境がアレルギー疾患に与える影響等に係

る最新の知見に基づいた正しい情報を提供するためのウェブサイトの整備等

を通じ、情報提供の充実を図る。 

 

第３ アレルギー疾患医療を提供する体制の確保に関する事項 

（１） 今後の取組の方針について 

国民がその居住する地域に関わらず、等しくそのアレルギーの状態に応じ

て適切なアレルギー疾患医療を受けることができるよう、アレルギー疾患医

療全体の質の向上を進めることが必要である。 

具体的には、アレルギー疾患医療の専門的な知識及び技能を有する医師、

薬剤師、看護師、臨床検査技師その他の医療従事者の知識や技能の向上に資

する施策を通じ、アレルギー疾患医療に携わる医療従事者全体の知識の普及

及び技能の向上を図る。 

また、アレルギー疾患医療は、診療科が内科、皮膚科、耳鼻咽喉科、眼科、

小児科等、多岐にわたることや、アレルギー疾患に携わる専門的な知識及び

技能を有する医師が偏在していることなどから、アレルギー疾患医療の提供

体制に地域間格差が見られることが指摘されている。このような現状を踏ま

え、アレルギー疾患医療の提供体制の在り方に関する検討を行い、アレルギ

ー疾患医療全体の質の向上を図る。 

（２） 今後取組が必要な事項について 

ア 国は、アレルギー疾患医療に携わる医師に対して、最新の科学的知見に基

づく適切な医療についての情報を提供するため、地方公共団体に対して、地

域医師会等と協力し講習の機会を確保することを求める。また、関係学会に

対して、アレルギー疾患に携わる専門的な知識及び技能を有する医師等を講
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習に派遣し、講習内容を充実させるための協力を求める。 

イ 国は、医師、薬剤師、看護師、臨床検査技師その他の医療従事者の育成を

行う大学等の養成課程におけるアレルギー疾患に関する教育について、内容

の充実を図るため関係学会と検討を行い、その検討結果に基づき教育を推進

する。 

ウ 国は、医師、薬剤師、看護師、臨床検査技師その他の医療従事者の知識の

普及及び技能の向上を図るため、これらの医療従事者が所属する関係学会等

が有する医療従事者向け認定制度の取得等を通じた自己研鑽を促す施策等の

検討を行う。 

エ 国は、関係学会等がウェブサイトに掲載しているアレルギー疾患に携わる

専門的な知識及び技術を有する医療従事者並びにアレルギー疾患医療に係る

提供機関の情報について、ウェブサイト等を通じ、患者やその家族、医療従

事者向けに提供する。 

オ 国は、アレルギー疾患を有する者が居住する地域に関わらず、適切なアレ

ルギー疾患医療や相談支援を受けられるよう、アレルギー疾患医療の提供体

制の在り方に関する検討を行い、その検討結果に基づいた体制を整備する。 

カ 国は、アレルギー疾患医療の提供体制の更なる充実を図るため、国立研究

開発法人国立成育医療研究センター及び独立行政法人国立病院機構相模原病

院等アレルギー疾患医療の全国的な拠点となる医療機関及び地域の拠点とな

る医療機関のそれぞれの役割や機能並びにこれらの医療機関とかかりつけ医

との間の連携協力体制に関する検討を行い、その検討結果に基づいた体制を

整備する。 

キ 国は、国立研究開発法人国立成育医療研究センター及び独立行政法人国立

病院機構相模原病院を中心とする医療機関の協力のもと、最新の科学的知見

に基づく適切な医療に関する情報の提供、アレルギー疾患医療に関する研究

及び専門的な知識と技術を有する医療従事者の育成等を推進する。 

ク アレルギー症状を引き起こす原因物質の特定は困難なことが多く、容易に

診断ができない場合がある。国は、正確な診断とそれに基づく適切な重症化

予防や治療が行われるよう、原因物質の特定や専門的な医療機関と関係団体

との連携による情報の共有を図るため、アレルギー症状を引き起こした可能

性のある成分を適切かつ効率的に確保及び活用するための仕組みについて検

討する。 

 

第４ アレルギー疾患に関する調査及び研究に関する事項 

（１） 今後の取組の方針について 

アレルギー疾患に係る根治療法の開発及び普及が十分でないため、アレル

ギー疾患を有する者は、多くのアレルギー疾患以外の慢性疾患を有する者と

同様に、長期にわたり生活の質が損なわれる場合がある。アレルギー疾患は、

その有病率の高さ等により、社会全体に与える影響も大きいが、発症並びに
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重症化の要因、診療・管理ガイドラインの有効性及び薬剤の長期投与の効果

並びに副作用等、未だに明らかになっていないことが多い。これら諸問題の

解決に向け、疫学研究、基礎研究、治療開発（橋渡し研究の活性化を含む。）

及び臨床研究の長期的かつ戦略的な推進が必要である。 

アレルギー疾患は、最新の科学的知見に基づいた治療を行うことで、症状

のコントロールがある程度可能であるが、診療科が、内科、皮膚科、耳鼻咽

喉科、眼科、小児科等、多岐にわたることや、アレルギー疾患に携わる専門

的な知識及び技能を有する医師の偏在等により、その周知、普及及び実践が

進んでいない。最新の科学的知見に基づくアレルギー疾患医療の周知、普及

及び実践の程度について、適切な方法で継続的に現状を把握し、それに基づ

いた対策を行うことで、国民が享受するアレルギー疾患医療全体の質の向上

を図る。 

（２） 今後取組が必要な事項について 

ア アレルギー疾患の罹患率の低下並びにアレルギー疾患の重症化の予防及び

症状の軽減を更に推進するためには、疫学研究によるアレルギー疾患の長期

にわたる推移（自然史）の解明等良質なエビデンスの蓄積とそれに基づく定

期的な診療・管理ガイドラインの改訂が必要であり、国は、関係学会等と連

携し、既存の調査、研究を活用するとともに、アレルギー疾患の疫学研究を

実施する。また、地方公共団体の取組や患者数、死亡者数の増減などを長期

にわたり把握することで、基本指針に基づいて行われる国の取組の効果を客

観的に評価し、国におけるより有効な取組の立案につなげる。 

イ 国は、アレルギー疾患を有する者の生活の質の維持向上のみならず、アレ

ルギー疾患に起因する死亡者数を減少させるため、アレルギー疾患の本態解

明の研究を推進し、アレルゲン免疫療法（減感作療法）をはじめとする根治

療法の発展及び新規開発を目指す。 

ウ 国は、国立研究開発法人国立成育医療研究センター、独立行政法人国立病

院機構相模原病院その他の専門的なアレルギー疾患医療の提供等を行う医療

機関と臨床研究中核病院等関係機関との連携体制を整備し、速やかに質の高

い臨床研究や治験を実施し、世界に先駆けた革新的なアレルギー疾患の予防、

診断及び治療方法の開発等を行うとともに、これらに資するアレルギー疾患

の病態の解明等に向けた研究を推進するよう努める。 

エ 国は、疫学研究、基礎研究、治療開発及び臨床研究の中長期的な戦略の策

定について検討を行う。 

 

第５ その他アレルギー疾患対策の推進に関する重要事項 

（１） アレルギー疾患を有する者の生活の質の維持向上のための施策に関する事項 

ア 国は、アレルギー疾患を有する者への対応が求められることが多い保健師、

助産師、管理栄養士、栄養士及び調理師等（以下「保健師等」という。）が

アレルギー疾患への対応に関する適切な知見を得られるよう、地方公共団体
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に対して、関係学会等と連携し講習の機会を確保することを求める。 

イ 国は、保健師等の育成を行う大学等の養成課程におけるアレルギー疾患に

対する教育を推進する。 

ウ 国は、保健師等のアレルギー疾患に係る知識及び技能の向上に資するため、

これらの職種に関連する学会等が有する認定制度の取得等を通じた自己研鑽

を促す施策等の検討を行う。 

エ 国は、財団法人日本学校保健会が作成した「学校のアレルギー疾患に対す

る取り組みガイドライン」及び文部科学省が作成した「学校給食における食

物アレルギー対応指針」等を周知し、実践を促すとともに、学校の教職員等

に対するアレルギー疾患の正しい知識の習得や実践的な研修の機会の確保等

について、教育委員会等に対して必要に応じて適切な助言及び指導を行う。

児童福祉施設や放課後児童クラブにおいても、職員等に対して、「保育所に

おけるアレルギー対応ガイドライン」（平成 23 年 3 月 17 日付け雇児保発 0317

第 1 号厚生労働省雇用均等・児童家庭局保育課長通知）等既存のガイドライ

ンを周知するとともに、職員等に対するアレルギー疾患の正しい知識の習得

や実践的な研修の機会の確保等についても地方公共団体と協力して取り組

む。また、老人福祉施設、障害者支援施設等においても、職員等に対するア

レルギー疾患の正しい知識の啓発に努める。 

オ 国は、アレルギー疾患を有する者がアナフィラキシーショックを引き起こ

した際に、適切な医療を受けられるよう、教育委員会等に対して、アレルギ

ーを有する者、その家族及び学校等が共有している学校生活管理指導表等の

情報について、医療機関、消防機関等とも平時から共有するよう促す。 

カ 国は、アレルギー疾患を有する者がアナフィラキシーショックを引き起こ

した際に、必要となるアドレナリン自己注射薬の保有の必要性や注射のタイ

ミング等の当該注射薬の使用方法について、医療従事者が、アレルギー疾患

を有する者やその家族及び関係者に啓発するよう促す。 

キ 国は、アレルギー疾患を有する者が適切なアレルギー疾患医療を受けなが

ら就労を維持できる環境の整備等に関する施策を検討する。 

ク 国は、関係学会等と連携し、アレルギー疾患を有する者やその家族の悩み

や不安に対応し、生活の質の維持向上を図るため、相談事業の充実を進める。 

ケ 国は、関係学会等と連携し、アレルギー疾患を有する者を含めた国民が、

アレルギー疾患を有する者への正しい理解のための適切な情報にいつでも容

易にアクセスできるようウェブサイト等の充実を行う。 

（２） 地域の実情に応じたアレルギー疾患対策の推進 

ア 地方公共団体は、アレルギー疾患対策に係る業務を統括する部署の設置又

は担当する者の配置に努める。 

イ 地方公共団体は、地域の実情を把握し、医療関係者、アレルギー疾患を有

する者その他の関係者の意見を参考に、地域のアレルギー疾患対策の施策を策

定し、及び実施するよう努める。 
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（３） 災害時の対応 

ア 国及び地方公共団体は、平常時において、関係学会等と連携体制を構築し、

様々な規模の災害を想定した対応の準備を行う。 

イ 国は、災害時において、乳アレルギーに対応したミルク等の確実な集積と

適切な分配に資するため、それらの確保及び輸送を行う。また、国は、地方

公共団体に対して防災や備蓄集配等に関わる担当部署とアレルギー疾患対策

を担当する部署が連携協力の上、食物アレルギーに対応した食品等の集積場

所を速やかに設置し、物資の受け取りや適切なタイミングで必要な者へ提供

できるよう支援する。 

ウ 国及び地方公共団体は、災害時において、関係学会等と連携し、ウェブサ

イトやパンフレット等を用いた周知を行い、アナフィラキシー等の重症化の

予防に努める。 

エ 国及び地方公共団体は、災害時において、関係団体等と協力し、アレルギ

ー疾患を有する者、その家族及び関係者並びに医療従事者向けの相談窓口の

設置を速やかに行う。 

（４） 必要な財政措置の実施と予算の効率化及び重点 

国は、アレルギー疾患対策を推進するため、本指針にのっとった施策に取

り組む必要があり、それに必要な予算を確保していくことが重要である。 

その上で、アレルギー疾患対策を効率化し、成果を最大化するという視点

も必要であり、関係省庁連絡会議等において、関係府省庁間の連携の強化及

び施策の重点化を図る。 

（５） アレルギー疾患対策基本指針の見直し及び定期報告 

法第 11 条第 6項において、「厚生労働大臣は、アレルギー疾患医療に関す

る状況、アレルギー疾患を有する者を取り巻く生活環境その他のアレルギー

疾患に関する状況の変化を勘案し、及び前項の評価を踏まえ、少なくとも五

年ごとに、アレルギー疾患対策基本指針に検討を加え、必要があると認める

ときには、これを変更しなければならない。」とされている。 

本指針は、アレルギー疾患を巡る現状を踏まえ、アレルギー疾患対策を総

合的に推進するために基本となる事項について定めたものである。国は、国

及び地方公共団体等が実施する取組について定期的に調査及び評価を行い、

アレルギー疾患に関する状況変化を的確に捉えた上で、厚生労働大臣が必要

であると認める場合には、策定から五年を経過する前であっても、本指針に

ついて検討を加え、変更する。 

なお、アレルギー疾患対策推進協議会については、関係府省庁を交え、引

き続き定期的に開催するものとし、本指針に定められた取組の進捗の確認等、

アレルギー疾患対策の更なる推進のための検討の場として機能させるものと

する。 
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健発０７２８第１号 

平成２９年７月２８日 

 

各都道府県知事 殿 

 

厚生労働省健康局長 

（公 印 省 略） 

 

 

都道府県におけるアレルギー疾患の医療提供体制の整備について 

 

 

「アレルギー疾患対策基本法」（平成 26 年法律第 98 号。以下「法」という。）

第 11 条第１項に基づく「アレルギー疾患対策の推進に関する基本的な指針」（平

成 29 年厚生労働省告示第 76 号。以下「基本指針」という。）においては、国民

がその居住する地域に関わらず、等しくそのアレルギーの状態に応じて適切な

アレルギー疾患医療を受けることができるよう、アレルギー疾患医療全体の質

の向上を進めることが謳われており、厚生労働省では、平成 29 年４月より、「ア

レルギー疾患医療提供体制の在り方に関する検討会」を開催し、アレルギー疾

患の医療提供体制について、必要な検討を進めてきたところである。 

今般、当該検討会において、報告書（「アレルギー疾患医療提供体制の在り方

について」）が取りまとめられたが、都道府県については、基本指針中、第５（２）

（「地域の実情に応じたアレルギー疾患対策の推進」）にて、「地方公共団体は、

地域の実情を把握し、医療関係者、アレルギー疾患を有する者その他の関係者

の意見を参考に、地域のアレルギー疾患対策の施策を策定し、及び実施するよ

う努める」等とされているところであり、各都道府県において、アレルギー疾

患の医療提供体制の整備を図る上では、当該報告書、特に、都道府県に関する

留意事項等をまとめた下記の点を踏まえ、必要な施策の策定、及び実施等に努

めていただくようお願いする。 

なお、「医療提供体制の確保に関する基本方針」（平成 19 年厚生労働省告示第

70 号）において、医療計画（医療法（昭和 23 年法律第 205 号）第 30 条の４第

１項に規定する医療計画をいう。）の策定に当たっては、基本指針等に配慮して

定めるよう努めなければならないとされていることにも留意されたい。 

また、本通知は、地方自治法(昭和 22 年法律第 67 号)第 245 条の４第１項に

規定する技術的助言であることを申し添える。 
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記 

 

１. アレルギー疾患医療提供体制の整備に関する考え方 

アレルギー疾患を有する者が、その居住する地域に関わらず、等しくその

アレルギーの状態に応じて適切なアレルギー疾患医療を受けることができる

よう、都道府県においては、アレルギー疾患医療提供体制の整備を通じ、ア

レルギー疾患医療全体の質の向上を進めることが必要である。 

このため、都道府県は、各都道府県でアレルギー疾患医療の拠点となる「都

道府県アレルギー疾患医療拠点病院（以下「都道府県拠点病院」という。）」

を選定し、当該病院と日々のアレルギー疾患医療を行っている診療所や一般

病院との間のアレルギー疾患の診療連携体制の整備を行い、都道府県拠点病

院の活動実績等を定期的に評価し、適宜、選定の見直しを行うことが求めら

れる。 

また、都道府県は、「都道府県アレルギー疾患医療連絡協議会（以下「都道

府県連絡協議会」という。）」を設置し、都道府県における診療連携体制の在

り方の検討や情報提供、人材育成等の施策を企画、立案し、都道府県拠点病

院を中心に実施を図ることが求められる。さらに、都道府県におけるアレル

ギー疾患対策全般の施策を検討、策定するに際し、都道府県連絡協議会を活

用することも望ましい。 

都道府県拠点病院は、アレルギー疾患医療の全国的な拠点である「中心拠

点病院（国立研究開発法人国立成育医療研究センター、独立行政法人国立病

院機構相模原病院）」が全国の都道府県拠点病院を対象に定期的に開催する

「全国拠点病院連絡会議」において、中心拠点病院や他の都道府県拠点病院

と、アレルギー疾患対策の進捗や施策の共有を行う。 

また、都道府県は、「中心拠点病院」が実施する都道府県拠点病院の医療従

事者を対象とする人材育成プログラムに、都道府県拠点病院の医療従事者を

積極的に派遣することが求められる。 

 

２. 都道府県アレルギー疾患医療拠点病院の役割 

各都道府県でアレルギー疾患医療の拠点となる医療機関である都道府県拠

点病院は、都道府県連絡協議会で検討されるアレルギー疾患対策に基づき、

以下の役割を担うことが求められる。 

 

１） 診療 

診断が困難な症例や標準的治療では病態が安定化しない重症及び難治性

アレルギー疾患患者に対し、関係する複数の診療科が連携し、診断、治療、

管理を行う。 
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２） 情報提供 

アレルギー疾患の重症化の予防には、平時からの自己管理が重要である

ため、患者やその家族、地域住民に対するアレルギー疾患に関する適切な

情報の提供に取り組む。また、都道府県連絡協議会が企画する、患者やそ

の家族に対する定期的な講習会や地域住民に対する啓発活動等に主体的に

取り組む。 

３） 人材育成 

都道府県連絡協議会での検討を元に、都道府県でアレルギー疾患医療に

携わる医療従事者の知識や技能の向上に資する研修のみならず、保健師、

栄養士や学校、児童福祉施設等の教職員等に対する講習の実施に、積極的

に関与する。 

４） 研究 

学校現場でのアレルギー疾患対策の状況やアレルギー疾患の地域的特性

等、都道府県におけるアレルギー疾患の実情を継続的に把握するための調

査・分析を行い、都道府県によるアレルギー疾患対策の推進を支援する。

また、国が長期的かつ戦略的に推進する全国的な疫学研究、臨床研究等に

協力する。 

５） 学校、児童福祉施設等におけるアレルギー疾患対応への助言、支援 

都道府県の各地域における学校や児童福祉施設等が抱えるアレルギー疾

患に関する諸問題に対して、市区町村の教育委員会や市区町村の関係部局

に対し、医学的見地からの助言、支援を行う。 

 

３. 都道府県アレルギー疾患医療拠点病院の選定 

１） 都道府県アレルギー疾患医療拠点病院の選定主体について 

都道府県は、人口分布、交通の利便性等地域の実情を総合的に考慮し、

都道府県の中でアレルギー疾患の診療ネットワークの中心的な役割を果た

している、または将来果たすことが期待される医療機関を都道府県拠点病

院として選定する。 

また、都道府県は、都道府県拠点病院の活動実績等を定期的に評価し、

必要に応じ、都道府県拠点病院の見直しを行う。 

なお、国は、都道府県が都道府県拠点病院を評価する際の参考となるよ

う、評価のための様式例を作成する等、都道府県に対し必要な支援を行う。 

２） 都道府県アレルギー疾患医療拠点病院の選定要件について 

都道府県拠点病院は、各都道府県につき、原則１～２箇所程度選定され

るものとする。 

都道府県拠点病院には、アレルギー疾患の診療経験が豊富な内科、小児

科、皮膚科、眼科、耳鼻いんこう科領域の専門的な知識と技能を有する医
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師が常勤していることが求められる。 

選定を検討する医療機関に、このような医師が常勤しない診療科がある

場合、当該診療科の専門的な知識と技能を有する医師が常勤している他の

医療機関の診療科を合わせて選定することで、都道府県拠点病院としての

選定基準を満たすものとする。また、各診療科の医師においては、一般社

団法人日本アレルギー学会のアレルギー専門医資格を有する医師であるこ

とが望ましい。  

加えて、都道府県拠点病院には、アレルギー疾患に関する専門的な知識

と技能を有する薬剤師、看護師、管理栄養士等が配置されていることが望

ましい。 

また、都道府県拠点病院は、小児から高齢者までの診療を担える医療機

関であることが基本であるが、都道府県における小児アレルギー疾患医療

の中心的な役割を担っている小児専門医療機関が存在する場合、当該機関

も都道府県拠点病院として選定されることが考えられる。 

 

４. 都道府県アレルギー疾患医療連絡協議会の設置 

１） 都道府県アレルギー疾患医療連絡協議会の役割 

都道府県は、アレルギー疾患対策を推進するため、都道府県連絡協議会

を設置する。都道府県連絡協議会は、都道府県拠点病院で実施する調査、

分析を参考に、地域におけるアレルギー疾患の実情を継続的に把握し、都

道府県拠点病院を中心とした診療連携体制、情報提供、人材育成等の施策

の企画、立案や実施等、地域の実情に応じたアレルギー疾患対策の推進を

図る。すでに都道府県において同様の組織がある場合には、これを活用し

て差し支えない。 

また、都道府県連絡協議会の開催に係る経費については、リウマチ・ア

レルギー特別対策事業において補助対象としているので、積極的な活用を

お願いする。（リウマチ・アレルギー特別対策事業とは、地域における喘息

死の減少並びにリウマチ及びアレルギー系疾患の新規患者数の減少を図る

ため、病院や診療所等の医療関係者を対象とした研修の実施、患者カード

の配布の促進ならびに患者の自己管理等正しい知識の普及啓発事業の実施、

喘息死並びにリウマチ及びアレルギー系疾患診療担当医師（医療機関）名

簿や医療連携事例集の作成等による医療情報の提供、地域の喘息患者並び

にリウマチ及びアレルギー系疾患患者の実態把握を目的とした分析調査の

実施、エピペン講習等、リウマチ又はアレルギー疾患に関する事業の実施

又は事業への参画、関係機関等との連携体制の構築（都道府県連絡協議会

の設置及びその運営等）、事業実施の評価など、各種事業に要する経費に対

する補助。） 
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２） 都道府県アレルギー疾患医療連絡協議会の構成 

都道府県連絡協議会の構成員としては、例えば、都道府県や都道府県拠

点病院、アレルギー疾患の日常的な診療を行う医療機関、アレルギー疾患

に関する専門的な知識を有する医療従事者、医師会、市区町村、教育関係

者、アレルギー疾患医療を受ける立場にある患者や住民その他の関係者が

想定される。 

 

 

以上 
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